
（別紙2-1）

政策ごとの予算との対応について（総括表）
(所管）経済産業省 （単位：千円）

経済産業政策 107,500,004 102,348,091 △5,151,913 72,080,117 76,175,006 4,094,889
〈47,219,195〉の内数 〈45,840,967〉の内数 〈△1,378,228〉の内数 〈112,756,165〉の内数 〈104,593,616〉の内数 〈△8,162,549〉の内数

産業人材 6,387,000 6,099,967 △287,033
〈0〉 〈0〉 〈0〉

技術革新の促進・環境整備 72,939,720 67,537,402 △5,402,318 0 0 0
〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 〈112,756,165〉 の内数 〈104,593,616〉 の内数 〈△8,162,549〉 の内数

知的財産の適切な保護 210,907 377,986 167,079 72,080,117 76,175,006 4,094,889
〈0〉 〈0〉 〈0〉 〈0〉 〈0〉 〈0〉 特許特別会計

工業標準・知的基盤の整備 10,469,796 10,188,132 △281,664
〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数

経営イノベーション・事業化促進 1,724,593 1,694,594 △29,999
〈0〉 〈0〉 〈0〉

ＩＴの利活用の促進 6,368,721 9,018,705 2,649,984
〈5,117,008〉 の内数 〈5,006,397〉 の内数 〈△110,611〉 の内数

流通・物流基盤整備 950,000 1,234,472 284,472
〈0〉 〈0〉 〈0〉

情報セキュリティ対策の推進 2,151,965 2,109,498 △42,467
〈5,117,008〉 の内数 〈5,006,397〉 の内数 〈△110,611〉 の内数

消費者行政（製品・取引）の推進 830,915 1,108,031 277,116
〈0〉 〈0〉 〈0〉

経済産業統計の整備 5,466,387 2,979,304 △2,487,083
〈0〉 〈0〉 〈0〉

対外経済政策 49,530,790 49,113,653 △417,137 203,464,129 202,509,919 △954,210
〈0〉 〈0〉 〈0〉 〈0〉 〈0〉 〈0〉

通商政策 27,192,881 26,561,308 △631,573
〈0〉 〈0〉 〈0〉

貿易投資促進 4,497,795 5,203,388 705,593 203,464,129 202,509,919 △954,210
〈0〉 〈0〉 〈0〉 〈0〉 〈0〉 〈0〉 貿易再保険特別会計

経済協力の推進 17,672,901 16,920,492 △752,409
〈0〉 〈0〉 〈0〉

貿易管理 167,213 428,465 261,252
〈0〉 〈0〉 〈0〉

ものづくり・情報・サービス産業政策 28,800,171 27,174,840 △1,625,331 0 0 0
〈47,219,195〉 〈45,840,967〉 〈△1,378,228〉 〈0〉 〈0〉 〈0〉

ものづくり産業振興 14,867,165 14,076,257 △790,908
〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数

情報産業強化 7,419,550 7,948,630 529,080
〈47,219,195〉 の内数 〈45,840,967〉 の内数 〈△1,378,228〉 の内数

サービス産業強化 3,374,515 2,456,449 △918,066
〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数

コンテンツ産業強化 1,960,268 1,700,104 △260,164
〈0〉 〈0〉 〈0〉

化学物質管理 1,178,673 993,400 △185,273
〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数

中小企業・地域経済産業政策 90,344,640 96,228,564 5,883,924 0 0 0
〈64,095,560〉の内数 〈62,476,049〉の内数 〈△1,619,511〉の内数 〈0〉 〈0〉 〈0〉

中小企業事業環境の整備 20,469,565 24,449,301 3,979,736
〈21,993,373〉 の内数 〈21,641,479〉 の内数 〈△351,894〉 の内数

経営革新・創業促進 42,903,459 45,705,546 2,802,087
〈64,095,560〉 の内数 〈62,476,049〉 の内数 〈△1,619,511〉 の内数

経営安定・取引の適正化 407,117 912,269 505,152
〈21,993,373〉 の内数 〈21,641,479〉 の内数 〈△351,894〉 の内数

まちづくりの推進 6,884,084 6,617,975 △266,109
〈21,993,373〉 の内数 〈21,641,479〉 の内数 〈△351,894〉 の内数

地域経済の活性化の推進 19,680,415 18,543,473 △1,136,942
〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数

比較増△減額
備考

特別会計
19年度予算額 20年度予算額 比較増△減額

政策評価体系
一般会計

19年度予算額 20年度予算額



政策ごとの予算との対応について（総括表）
(所管）経済産業省 （単位：千円）

比較増△減額
備考

特別会計
19年度予算額 20年度予算額 比較増△減額

政策評価体系
一般会計

19年度予算額 20年度予算額
エネルギー・環境政策 8,964,662 13,600,371 4,635,709 2,299,451,704 2,231,564,739 △67,886,965

〈643,202,187〉の内数 〈640,434,570〉の内数 〈△2,767,617〉の内数 〈112,756,165〉の内数 〈104,593,616〉の内数 〈△8,162,549〉の内数
石油・天然ガス・石炭の安定供給確保 0 0 0 2,006,471,886 1,930,528,508 △75,943,378

〈421,700,000〉 の内数 〈427,500,000〉 の内数 〈5,800,000〉 の内数 〈95,319,634〉 の内数 〈91,333,094〉 の内数 〈△3,986,540〉 の内数 エネルギー対策特別会計
エネルギー源の多様化・エネルギーの高度利用 0 0 0 62,140,535 61,866,586 △273,949

〈421,700,000〉 の内数 〈427,500,000〉 の内数 〈5,800,000〉 の内数 〈95,319,634〉 の内数 〈91,333,094〉 の内数 〈△3,986,540〉 の内数 エネルギー対策特別会計
省エネルギーの推進 0 0 0 62,494,219 61,311,945 △1,182,274

〈421,700,000〉 の内数 〈427,500,000〉 の内数 〈5,800,000〉 の内数 〈95,319,634〉 の内数 〈91,333,094〉 の内数 〈△3,986,540〉 の内数 エネルギー対策特別会計
原子力の推進・電力基盤の高度化 0 0 0 158,903,897 161,045,163 2,141,266

〈179,400,000〉 の内数 〈172,100,000〉 の内数 〈△7,300,000〉 の内数 〈17,436,531〉 の内数 〈13,260,522〉 の内数 〈△4,176,009〉 の内数 エネルギー対策特別会計
鉱物資源の安定供給確保 4,639,756 6,054,013 1,414,257

〈0〉 〈0〉 〈0〉
温暖化対策 2,981,690 5,888,588 2,906,898 9,441,167 16,812,537 7,371,370

〈421,700,000〉 の内数 〈427,500,000〉 の内数 〈5,800,000〉 の内数 〈95,319,634〉 の内数 〈91,333,094〉 の内数 〈△3,986,540〉 の内数 エネルギー対策特別会計
資源循環促進 804,423 1,056,476 252,053

〈0〉 〈0〉 〈0〉
環境経営・競争力の強化 538,793 601,294 62,501

〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数
原子力安全・産業保安政策 2,326,645 2,401,993 75,348 33,588,538 34,183,818 595,280

〈179,400,000〉の内数 〈172,100,000〉の内数 〈△7,300,000〉の内数 〈0〉 〈0〉 〈0〉
原子力安全 0 0 0 33,588,538 34,183,818 595,280

〈179,400,000〉 の内数 〈172,100,000〉 の内数 〈△7,300,000〉 の内数 〈0〉 〈0〉 〈0〉 エネルギー対策特別会計

産業保安 2,326,645 2,401,993 75,348
〈0〉 〈0〉 〈0〉

957,779,480 957,949,958 170,478 2,721,340,653 2,649,027,098 △72,313,555

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段＜＞外書きは、複数政策に関連するもの（例：独立行政法人運営費交付金、特別会計へ繰入等）で、交付金や繰入財源の一部を用いて行われるものについて、総額の「内数」で表記し、
３．エネルギー対策特別会計については、経済産業省所管分のみ掲記している。

所　　　管　　　計



（別紙2-2）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【一般会計】
(所管）経済産業省

経済産業政策 107,500,004 102,348,091 △5,151,913
〈47,219,195〉の内数 〈45,840,967〉の内数 〈△1,378,228〉の内数

産業人材 経済産業本省 産業人材育成費 中小企業産業人材の育成に必要な経費 4,455,600 4,639,967 184,367
産業人材の育成に必要な経費 1,931,400 1,460,000 △471,400

技術革新の促進・環境整備 経済産業本省 技術革新促進・環境整備費 産業技術の研究開発の推進に必要な経費 2,732,967 1,981,976 △750,991
中小企業新技術研究開発の推進に必要な経費 1,500,000 718,070 △781,930

独立行政法人産業技術総合研究所運営費 独立行政法人産業技術総合研究所運営費交付金に必要な経費 65,682,368 64,237,356 △1,445,012
独立行政法人産業技術総合研究所施設整備費 独立行政法人産業技術総合研究所施設整備に必要な経費 3,024,385 600,000 △2,424,385
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数

知的財産の適切な保護 経済産業本省 知的財産保護費 中小企業知的財産保護に必要な経費 0 359,114 359,114
知的財産の保護に必要な経費 192,834 0 △192,834

登録免許税納付確認等事務費特許特別会計へ繰入 登録免許税納付確認等事務の財源の特許特別会計へ繰入れに必要な経費 18,073 18,872 799
工業標準・知的基盤の整備 経済産業本省 工業標準・知的基盤整備費 基準認証政策の推進に必要な経費 2,082,848 2,016,355 △66,493

中小企業基準認証政策の推進に必要な経費 288,639 265,330 △23,309
基準認証関連国際分担金の支払に必要な経費 408,467 440,010 31,543

独立行政法人製品評価技術基盤機構運営費 独立行政法人製品評価技術基盤機構運営費交付金に必要な経費 7,587,842 7,466,437 △121,405
独立行政法人製品評価技術基盤機構施設整備費 独立行政法人製品評価技術基盤機構施設整備に必要な経費 102,000 0 △102,000
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数

経営イノベーション・事業化促進 経済産業本省 新事業創出促進対策費 新事業創出促進対策に必要な経費 106,087 95,196 △10,891
独立行政法人経済産業研究所運営費 独立行政法人経済産業研究所運営費交付金に必要な経費 1,618,506 1,599,398 △19,108

ＩＴの利活用の促進 経済産業本省 情報技術利活用促進費 情報技術の利活用に関する研究開発の促進に必要な経費 0 2,435,755 2,435,755
中小企業情報技術の利活用の促進に必要な経費 931,931 461,919 △470,012
電子経済産業省構築事業に必要な経費 3,841,437 3,896,614 55,177
中小企業電子経済産業省構築事業に必要な経費 1,230,067 1,393,773 163,706
情報技術の利活用の促進に必要な経費 365,286 0 △365,286

中小企業庁 情報技術利活用促進費 中小企業情報技術の利活用の促進に必要な経費 0 830,644 830,644
経済産業本省 独立行政法人情報処理推進機構運営費 独立行政法人情報処理推進機構運営費交付金に必要な経費 〈5,117,008〉 の内数 〈5,006,397〉 の内数 〈△110,611〉 の内数

流通・物流基盤整備 経済産業本省 流通・物流基盤整備費 流通・物流システムの情報化等の推進に必要な経費 950,000 1,234,472 284,472
情報セキュリティ対策の推進 経済産業本省 情報セキュリティ対策推進費 情報セキュリティ対策研究開発等に必要な経費 2,151,965 2,109,498 △42,467

独立行政法人情報処理推進機構運営費 独立行政法人情報処理推進機構運営費交付金に必要な経費 〈5,117,008〉 の内数 〈5,006,397〉 の内数 〈△110,611〉 の内数
消費者行政（製品・取引）の推進 経済産業本省 消費者行政推進費 消費者行政の推進に必要な経費 830,915 1,108,031 277,116
経済産業統計の整備 経済産業本省 経済産業統計調査費 商工鉱業統計調査に必要な経費 405,210 400,686 △4,524

中小商工業等統計調査に必要な経費 4,936,481 2,459,923 △2,476,558
経済産業局 経済産業統計調査費 商工鉱業統計調査に必要な経費 124,696 118,695 △6,001

対外経済政策 49,530,790 49,113,653 △417,137
〈0〉 〈0〉 〈0〉

通商政策 経済産業本省 通商政策推進費 通商政策に必要な経費 2,784,710 1,896,358 △888,352
対外経済政策に必要な経費 0 780,000 780,000

独立行政法人日本貿易振興機構運営費 独立行政法人日本貿易振興機構運営費交付金に必要な経費 24,408,171 23,884,950 △523,221
貿易投資促進 経済産業本省 貿易投資促進費 対内投資促進に必要な経費 0 840,000 840,000

貿易投資促進に必要な経費 1,997,795 1,976,809 △20,986
再保険費貿易再保険特別会計へ繰入 再保険金等の財源の貿易再保険特別会計へ繰入れに必要な経費 2,500,000 2,386,579 △113,421

経済協力の推進 経済産業本省 経済協力費 技術協力等の推進に必要な経費 17,672,901 16,920,492 △752,409
貿易管理 経済産業本省 貿易管理費 貿易管理に必要な経費 167,213 207,253 40,040

安全保障貿易管理等に必要な経費 0 221,212 221,212
ものづくり・情報・サービス産業政策 28,800,171 27,174,840 △1,625,331

〈47,219,195〉の内数 〈45,840,967〉の内数 〈△1,378,228〉の内数
ものづくり産業振興 経済産業本省 ものづくり産業振興費 ものづくり産業の研究開発の推進に必要な経費 7,720,847 10,135,160 2,414,313

中小企業のものづくり産業振興に必要な経費 3,387,460 3,676,691 289,231
ものづくり産業振興に必要な経費 3,240,375 264,406 △2,975,969
ゲノム情報統合プロジェクトに必要な経費 518,483 0 △518,483

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数
情報産業強化 経済産業本省 情報産業強化費 情報産業強化のための研究開発に必要な経費 7,086,550 7,848,630 762,080

情報産業強化に必要な経費 0 100,000 100,000
情報処理の振興対策に必要な経費 333,000 0 △333,000

独立行政法人情報処理推進機構運営費 独立行政法人情報処理推進機構運営費交付金に必要な経費 〈5,117,008〉 の内数 〈5,006,397〉 の内数 〈△110,611〉 の内数
独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数

サービス産業強化 経済産業本省 サービス産業強化費 サービス産業強化のための研究開発に必要な経費 771,438 60,000 △711,438
サービス産業強化に必要な経費 2,243,026 1,921,954 △321,072
健康情報活用基盤構築のための標準化及び実証事業に必要な経費 0 294,526 294,526
地域医療情報連携システムの標準化及び実証事業に必要な経費 210,000 179,969 △30,031
医療情報システムの相互運用性の実証事業に必要な経費 150,051 0 △150,051

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数
コンテンツ産業強化 経済産業本省 コンテンツ産業強化費 コンテンツ産業強化に必要な経費 1,960,268 1,700,104 △260,164
化学物質管理 経済産業本省 化学物質管理推進費 化学物質の安全性の確保向上対策に必要な経費 1,178,673 993,400 △185,273

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数

20年度予算額 比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 19年度予算額



政策ごとの予算との対応について（個別表）【一般会計】
(所管）経済産業省

20年度予算額 比較増△減額政策評価体系 組織 項 事項 19年度予算額

中小企業・地域経済産業政策 90,344,640 96,228,564 5,883,924
〈64,095,560〉の内数 〈62,476,049〉の内数 〈△1,619,511〉の内数

中小企業事業環境の整備 中小企業庁 中小企業事業環境整備費 中小企業事業環境の整備に必要な経費 20,469,565 24,449,301 3,979,736
独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費 独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交付金に必要な経費 〈21,993,373〉 の内数 〈21,641,479〉 の内数 〈△351,894〉 の内数

経営革新・創業促進 経済産業本省 経営革新・創業促進費 経営革新・創業促進に必要な経費 0 2,344,649 2,344,649
中小企業庁 経営革新・創業促進費 経営革新・創業促進に必要な経費 42,903,459 43,360,897 457,438
経済産業本省 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数
中小企業庁 独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費 独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交付金に必要な経費 〈21,993,373〉 の内数 〈21,641,479〉 の内数 〈△351,894〉 の内数

経営安定・取引の適正化 中小企業庁 経営安定・取引適正化費 経営安定・取引適正化に必要な経費 407,117 912,269 505,152
独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費 独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交付金に必要な経費 〈21,993,373〉 の内数 〈21,641,479〉 の内数 〈△351,894〉 の内数

まちづくりの推進 経済産業本省 まちづくり推進費 中心市街地の商業活性化等に必要な経費 476,093 441,119 △34,974
まちづくりの推進に必要な経費 12,558 0 △12,558

中小企業庁 まちづくり推進費 まちづくりの推進に必要な経費 6,395,433 6,176,856 △218,577
独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費 独立行政法人中小企業基盤整備機構運営費交付金に必要な経費 〈21,993,373〉 の内数 〈21,641,479〉 の内数 〈△351,894〉 の内数

地域経済の活性化の推進 経済産業本省 地域経済活性化対策費 中小企業地域新産業創出等に必要な経費 7,667,983 7,263,681 △404,302
地域経済産業活性化に必要な経費 195,307 28,493 △166,814
地域経済活性化研究開発の推進に必要な経費 7,527,239 8,002,794 475,555

工業用水道事業費 工業用水道事業に必要な経費 3,042,000 2,981,000 △61,000
経済産業局 地域経済活性化対策費 地域の中小企業活性化政策に必要な経費 198,258 267,505 69,247

地域経済産業活性化に必要な経費 71,628 0 △71,628
中小企業庁 独立行政法人中小企業基盤整備機構施設整備費 独立行政法人中小企業基盤整備機構施設整備に必要な経費 978,000 0 △978,000
経済産業本省 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数

エネルギー・環境政策 8,964,662 13,600,371 4,635,709
〈643,202,187〉の内数 〈640,434,570〉の内数 〈△2,767,617〉の内数

石油・天然ガス・石炭の安定供給確保 資源エネルギー庁
石油石炭税財源燃料安定供給対策及エネルギー需給構造高度化対策費エネルギー対策
特別会計へ繰入

石油石炭税財源の燃料安定供給対策及エネルギー需給構造高度化対策に係るエ
ネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定へ繰入れに必要な経費

〈421,700,000〉 の内数 〈427,500,000〉 の内数 〈5,800,000〉 の内数

エネルギー源の多様化・エネルギーの高度利用 資源エネルギー庁
石油石炭税財源燃料安定供給対策及エネルギー需給構造高度化対策費エネルギー対策
特別会計へ繰入

石油石炭税財源の燃料安定供給対策及エネルギー需給構造高度化対策に係るエ
ネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定へ繰入れに必要な経費

〈421,700,000〉 の内数 〈427,500,000〉 の内数 〈5,800,000〉 の内数

省エネルギーの推進 資源エネルギー庁
石油石炭税財源燃料安定供給対策及エネルギー需給構造高度化対策費エネルギー対策
特別会計へ繰入

石油石炭税財源の燃料安定供給対策及エネルギー需給構造高度化対策に係るエ
ネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定へ繰入れに必要な経費

〈421,700,000〉 の内数 〈427,500,000〉 の内数 〈5,800,000〉 の内数

原子力の推進・電力基盤の高度化 資源エネルギー庁 電源開発促進税財源電源立地対策及電源利用対策費エネルギー対策特別会計へ繰入
電源開発促進税財源の電源立地対策及電源利用対策に係るエネルギー対策特別
会計電源開発促進勘定へ繰入れに必要な経費

〈179,400,000〉 の内数 〈172,100,000〉 の内数 〈△7,300,000〉 の内数

鉱物資源の安定供給確保 資源エネルギー庁 鉱物資源安定供給確保費 鉱物資源の安定供給の確保に必要な経費 681,483 2,116,658 1,435,175
独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構運営費 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構運営費交付金に必要な経費 3,958,273 3,937,355 △20,918

温暖化対策 経済産業本省 温暖化対策費 中小企業等の温暖化対策に必要な経費 0 320,000 320,000
温暖化対策に必要な経費 2,981,690 5,568,588 2,586,898

資源エネルギー庁
石油石炭税財源燃料安定供給対策及エネルギー需給構造高度化対策費エネルギー対策
特別会計へ繰入

石油石炭税財源の燃料安定供給対策及エネルギー需給構造高度化対策に係るエ
ネルギー対策特別会計エネルギー需給勘定へ繰入れに必要な経費

〈421,700,000〉 の内数 〈427,500,000〉 の内数 〈5,800,000〉 の内数

資源循環促進 経済産業本省 資源循環推進費 中小企業等の資源循環の推進に必要な経費 0 628,700 628,700
資源循環の推進に必要な経費 804,423 427,776 △376,647

環境経営・競争力の強化 経済産業本省 環境経営・競争力強化費 中小企業等の環境経営・競争力強化に必要な経費 94,540 531,031 436,491
環境経営・競争力強化に必要な経費 444,253 70,263 △373,990

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈42,102,187〉 の内数 〈40,834,570〉 の内数 〈△1,267,617〉 の内数
原子力安全・産業保安政策 2,326,645 2,401,993 75,348

〈179,400,000〉の内数 〈172,100,000〉の内数 〈△7,300,000〉の内数

原子力安全 資源エネルギー庁 電源開発促進税財源電源立地対策及電源利用対策費エネルギー対策特別会計へ繰入
電源開発促進税財源の電源立地対策及電源利用対策に係るエネルギー対策特別
会計電源開発促進勘定へ繰入れに必要な経費

〈179,400,000〉 の内数 〈172,100,000〉 の内数 〈△7,300,000〉 の内数

産業保安 原子力安全・保安院 産業保安費 産業保安に必要な経費 2,326,645 2,318,701 △7,944
産業保安の推進に必要な経費 0 83,292 83,292

957,779,480 957,949,958 170,478

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段＜＞外書きは、複数政策に関連するもの（例：独立行政法人運営費交付金、特別会計へ繰入等）で、交付金や繰入財源の一部を用いて行われるものについて、総額の「内数」で表記し、合計欄において本書きに含めている。
３．19年度予算額は、20年度予算額との比較対象のため組換え掲記している。

所　　　管　　　計



（別紙2-3）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【特別会計】
(所管）経済産業省 （会計）エネルギー対策特別会計 （単位：千円）

経済産業政策 0 0 0

〈112,756,165〉の内数 〈104,593,616〉の内数 〈△8,162,549〉 の内数

技術革新の促進・環境整備 エネルギー需給勘定 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈95,319,634〉 の内数 〈91,333,094〉 の内数 〈△3,986,540〉 の内数

電源開発促進勘定 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈17,436,531〉 の内数 〈13,260,522〉 の内数 〈△4,176,009〉 の内数

エネルギー・環境政策 2,299,451,704 2,231,564,739 △67,886,965

〈112,756,165〉の内数 〈104,593,616〉の内数 〈△8,162,549〉 の内数

石油・天然ガス・石炭の安定供給確保 エネルギー需給勘定 燃料安定供給対策費 石油・天然ガス・石炭の安定供給確保に必要な経費 397,643,435 284,594,857 △113,048,578

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構出資 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構出資に必要な経費 13,407,540 18,500,000 5,092,460

事務取扱費 石油・天然ガス・石炭の安定供給確保に必要な経費 67,419 59,754 △7,665

独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構運営費 独立行政法人石油天然ガス・金属鉱物資源機構運営費交付金に必要な経費 29,337,889 23,556,187 △5,781,702

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈95,319,634〉 の内数 〈91,333,094〉 の内数 〈△3,986,540〉 の内数

国債整理基金特別会計へ繰入 国債整理基金特別会計へ繰入れに必要な経費 1,566,015,603 1,603,817,710 37,802,107

エネルギー源の多様化・エネルギーの高度利用 エネルギー需給勘定 エネルギー需給構造高度化対策費 エネルギー源の多様化等に必要な経費 62,121,504 61,844,081 △277,423

事務取扱費 エネルギー源の多様化等に必要な経費 19,031 22,505 3,474

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈95,319,634〉 の内数 〈91,333,094〉 の内数 〈△3,986,540〉 の内数

省エネルギーの推進 エネルギー需給勘定 エネルギー需給構造高度化対策費 省エネルギーの推進に必要な経費 62,452,665 61,280,074 △1,172,591

事務取扱費 省エネルギーの推進に必要な経費 41,554 31,871 △9,683

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈95,319,634〉 の内数 〈91,333,094〉 の内数 〈△3,986,540〉 の内数

原子力の推進・電力基盤の高度化 電源開発促進勘定 電源立地対策費 原子力の推進及び電源立地地域の振興に必要な経費 129,121,939 130,384,413 1,262,474

電源利用対策費 原子力分野の研究及び電力供給の安定化等に必要な経費 29,365,521 30,186,452 820,931

事務取扱費 原子力の推進及び電源立地地域の振興に必要な経費 378,232 460,215 81,983

原子力分野の研究及び電力供給の安定化等に必要な経費 38,205 14,083 △24,122

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈17,436,531〉 の内数 〈13,260,522〉 の内数 〈△4,176,009〉 の内数

温暖化対策 エネルギー需給勘定 エネルギー需給構造高度化対策費 温暖化対策に必要な経費 9,440,000 16,811,986 7,371,986

事務取扱費 温暖化対策に必要な経費 1,167 551 △616

独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費 独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構運営費交付金に必要な経費 〈95,319,634〉 の内数 〈91,333,094〉 の内数 〈△3,986,540〉 の内数

原子力安全・産業保安政策 33,588,538 34,183,818 595,280

〈0〉 〈0〉 〈0〉

原子力安全 電源開発促進勘定 電源立地対策費 電源立地地域の原子力防災体制の整備等に必要な経費 8,314,967 9,461,616 1,146,649

電源利用対策費 原子力安全規制の整備と実施等に必要な経費 1,648,987 1,532,730 △116,257

事務取扱費 電源立地地域の原子力防災体制の整備等に必要な経費 162,245 107,144 △55,101

原子力安全規制の整備と実施等に必要な経費 585,519 576,007 △9,512

独立行政法人原子力安全基盤機構運営費 独立行政法人原子力安全基盤機構運営費交付金に必要な経費 22,876,820 22,506,321 △370,499

2,445,796,407 2,370,342,173 △75,454,234

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段＜＞外書きは、複数政策に関連するもの（例：独立行政法人運営費交付金、特別会計へ繰入等）で、交付金や繰入財源の一部を用いて行われるものについて、総額の「内数」で表記し、合計欄において本書きに含めている。
３．19年度予算額は、20年度予算額との比較対象のため組換え掲記している。
４．エネルギー対策特別会計については、経済産業省所管分のみ掲記している。

20年度予算額 比較増△減額

計

政策評価体系 勘定 項 事項 19年度予算額
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政策ごとの予算との対応について（個別表）【特別会計】
(所管）経済産業省 （会計）貿易再保険特別会計

対外経済政策 203,464,129 202,509,919 △954,210

〈0〉 〈0〉 〈0〉

貿易投資促進 再保険費 再保険金等の支払に必要な経費 154,170,304 153,217,597 △952,707

事務取扱費 貿易保険制度等調査委託に必要な経費 93,405 91,902 △1,503

一般会計へ繰入 一般会計へ繰入れに必要な経費 49,195,250 49,195,250 0

国債整理基金特別会計へ繰入 国債整理基金特別会計へ繰入れに必要な経費 5,170 5,170 0

203,464,129 202,509,919 △954,210

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段＜＞外書きは、複数政策に関連するもの（例：独立行政法人運営費交付金、特別会計へ繰入等）で、交付金や繰入財源の一部を用いて行われるものについて、総額の「内数」で表記し、合計欄において本書きに含めている。
３．19年度予算額は、20年度予算額との比較対象のため組換え掲記している。

20年度予算額 比較増△減額

計

政策評価体系 勘定 項 事項 19年度予算額



（別紙2-3）

政策ごとの予算との対応について（個別表）【特別会計】
(所管）経済産業省 （会計）特許特別会計

経済産業政策 72,080,117 76,175,006 4,094,889

〈0〉 〈0〉 〈0〉

知的財産の適切な保護 独立行政法人工業所有権情報・研修館運営費 独立行政法人工業所有権情報・研修館運営費交付金に必要な経費 14,232,055 13,658,603 △573,452

事務取扱費 工業所有権の審査審判等の処理促進に必要な経費 32,351,353 32,263,759 △87,594

特許事務の機械化に必要な経費 25,455,084 30,212,365 4,757,281

国債整理基金特別会計へ繰入 国債整理基金特別会計へ繰入れに必要な経費 41,625 40,279 △1,346

72,080,117 76,175,006 4,094,889

（注） １．政策評価体系上の個別施策に関連付けられる計数のみを計上している。
２．下段＜＞外書きは、複数政策に関連するもの（例：独立行政法人運営費交付金、特別会計へ繰入等）で、交付金や繰入財源の一部を用いて行われるものについて、総額の「内数」で表記し、合計欄において本書きに含めている。
３．19年度予算額は、20年度予算額との比較対象のため組換え掲記している。

計

20年度予算額 比較増△減額政策評価体系 勘定 項 事項 19年度予算額


